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ブノレキナ・ファン農村の30年

貧困から抜け出せたのか？一

機井武司・井上亮

　サブサハラ・アフリカ諸国は長期にわたり経済が停滞した後，2000年代になって経済成長を始め

た．しかし農村の貧困削減は十分には進展していないとされている．本論文は30年にわたる農家家

計調査が利用できる西アフリカの内陸国のブルキナ・ファンを取り上げ，長期にわたる農家の所得向

上のメカニズムを検討した．調査対象家計の貧困率は，1980年から2000年にかけて70％程度で変
化がないが，2010年には50％になった．過去10年間では農業所得が金額も農家所得に占める比率
も伸びており，農業が所得向上の原動力とたっている．しかし，近年になり，農業所得に関して土地

の収益率は低下しており，教育の効果も消えてしまった．他方で，土地や教育が非農業所得を高める

ように変化している．このことは，ブルキナ・ファンの農村の経済発展においても，農業から非農業

へのシフトが始まっていること，教育が重要な殺害11を果たす可能性を示唆する．ただし，この転換を

持続的にするためには，農業生産性の維持することが必要である．
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1．はじめに

　サブサハラ・アフリカの経済は，長い停滞からよ

うやく脱し，2000年より年率5％を超える高度経

済成長を達成した（A棚B2012）．しかし，サブサハ

ラ・アフリカの経済成長の要因を見ると，鉱物資源

やカカオ，コーヒー，紅茶といった一次産品の輸出，

先進国に住む家族や親類からの送金受け取り，外国

企業の直接投資（主として一次産品の生産と輸出の

ため）などが主であり，アジア諸国の急速な経済成

長の恩恵を受けた形である（AfDB2012）．その意味

で，サブサハラ・アフリカの近年の経済成長はアジ

ア諸国の経済成長とは異なっている．

　家計レベルでは，ミレニアム開発目標に示される

ように，貧困削減が2000年以降の大きな課題であ

った．サブサハラ・アフリカ全体として貧困削減は

進んでいるものの，他の地域と比べて削減のスピー

ドは遅く，2008年の時点で2015年までに貧困者比

率を半減するという目標は達成できそうにないと考

えられている（UN2012）．特に農村部の貧困削減が

進んでいない（UN2012）、そこで本論文は，サブサ

ハラ・アフリカの農村の長期的な貧困削減はアジア

諸国の例と比べてどんな特徴があるのかを明らかに

し，貧困削減が進まない理由を考察することを目的

とする、

　アジアの長期にわたる経済発展と貧困削減につい

ては，大塚・櫻井（2007）に多くの家計レベルの実証

研究とともにまとめられている．それによると，ア

ジア諸国ではまず人口増加により土地が稀少化し，

土地集約的技術革新（すなわち，緑の革命）が誘発さ

れた．その結果，農業生産性の上昇による農業所得

の増加が起こり，それが非農業部門の発達を促した

非農業部門の発達は，人的資本（教育）の収益率を高

めるので投資の誘因となり，さらに非農業部門への

就労が拡大した．貧困からの最終的な脱出は，こう

して非農業所得が増大したことに起因する．これは

1970年ころに緑の革命が始まってから2000年に至

るまでのおよそ30年間にわたる長期的な変化であ

る．サブサハラ・アフリカの経済発展も同じ経路を

たどっているのだろうか．そのことを家計レベルで

検証することが本論文の課題である．

　しかし，サブサハラ・アフリカには，アジアと同

様の分析を可能とする長期にわたる家計データが乏

しいことが問題であった（大塚・櫻井（2007））、そこ

で著者らは，1980年代と2000年前後に家計調査が

実施された西アフリカのプルキナ・ファンの農村で

3回目の家計調査を実施し，30年間にわたる農家家

計データを構築した．本論文はそのデータを使って

アジアとの比較という課題に答えるものである．な

お次節で詳細に言己述するように，30年間にはブル

キナ・ファンに限った特別な事件もあるが，全体と

して見れば早魅や戦乱のリスク，構造調整政策の実

施などはサブサハラ・アフリカ諸国に共通である．

したがって，本論文でブルキナ・ファンを取り上げ

るのは，同国がサブサハラ・アフリカの典型である

と考えられるからである．
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2，130年間をぶリ返る

　ブルキナ・ファンはサハラ砂漠の南縁（いわゆる

サヘル地域）に位置する西アフリカの内陸国である．

2013年の推計人口は1650万人，人口密度60人／

km2．2012年の1人当たりのGDP推計値はPPP
換算で1512ドルである．2000年以降の1人当たり

のGDPの年間成長率は平均5％起を記録し，順調

な経済成長を遂げてきた．データのある世界177カ

国で比較すると，同国の20！1年の1人当たりの

GDPは158番であり，順調な経済成長を遂げたも

のの，いまだに最貧国の一つにとどまっている．

2009年の時点で人口の44．6％が1日当たりの消費

支出1．25ドル（PPP換算）で定義された貧困線を下

回る生活水準にある（以上，ソースはWorldBank
（20王3））．

　本論文では同国の過去30年にわたるデータを扱

う、そこで，まずその間に起こった重要な事件や政

策・制度の変化を概観しておこう．

①サヘルの早魅

　ブルキナ・ファンの特徴は，国全体が半乾燥熱帯

地帯に属することである、年間降水量は東北部の

400mmから南西部の1200mmまで大きな幅があ
るが，農業は半乾燥熱帯地帯に特有の不確実な降雨

に依存しているため，生産性が低いだけでなく，し

ばしば早舷の被害を受ける．降水量の記録のある

1900年以降では，1980年代前半は，西アフリカの

半乾燥熱帯地帯の全域でもっとも降水量が低下した

時期にあたる（JISAO（2013））．中でも1983年と

1984年は極端な少雨となり，rサヘルの大写魅」と

して知られている．しかし，同国の農村では不規則

な降雨に対処するため，南隣にある湾岸国のコート

ジボワールに移民や出稼ぎ民を送り出してきた．

Reardon，Mat1o孔㎜d　De1gado（1988）は，大写舷前

後の家計調査データに基づき，ブルキナ・ファンの

農家家計は送金の受け取りや非農業経済活動によっ

て早舷による所得の減少に対処しており，ショック

に対レて予想以上に頑強であったことを明らかにし

ている．

②構造調整政策

　大半のサブサハラ・アフリカ諸国では，1980年

代より世界銀行・IMFが主導して構造調整政策が

実施され，政府による市場への介入が削減・解消さ

れた．大きく分けると，（1）貿易，（2）農産物，（3）

公営企業の3分野になる（World　Bank（1994））．ブ

ルキナ・ファンでは1991年から構造調整プログラ

ムが実施された．（1）貿易分野では1991年より非関

所　　究

税障壁の緩和と関税率の削減が行われた．関税率の

引き下げは段階的であり，1997年時点では単純平

均で31．1％，2004年には西アフリカ経済通貨同盟

（WAEMU）の共通関税制度の水準に近い！2．1％に

まで低下した（WTO（2004））．（2）農産物市場につ

いては，1992年に農産物に対する政府の市場介入

が撤廃され（コメ，砂糖，綿花を除く），1993年か

ら1996年にかけて，国産農産物の価格規制が取り

除かれた（Basso1et（2000））、コメの自由化は1996

年，砂糖の自由化はユ998年である（IMF（1998））．

（3）公営企業は，1991年から1994年の間に41の企

業体が民営化または廃業された（MIGA（2001））．た

だし，同国の重要な輸出品である綿花については，

国営企業であるSOFITEXの株式の一部が民間に

売却されたのは！999年になってからであり、その

後も2004年まで独占的な地位を占め続けた（Ka－

minski，Heady，and　Bemard（2011））．

　また構造調整の一環として通貨切り下げが行われ

た．ブルキナ・ファンを含む西アフリカの旧フラン

ス植民地はCFAフランを共通通貨としているが，

1994年1月に1フランス・フラン＝50CFAフラン

という固定レートがユフランス・フラン三100CFA

フランに切り下げられたのである．この通貨切り下

げの影響については，短期および長期について多く

の実証的な研究が行われた1例えばBadiane（1996）

はCFAフランを共通通貨とする各国で国内生産す

るメイズやミレットの価格が低下し，輸入するコメ

の価格が上昇したことを報告している1他方，

Azam（2004）は，CFAフランの切り下げは都市の

フ才一マルセクターの賃金を引き下げ経済成長を促

す効果があったが，その結果，都市のインフォーマ

ルセクターに属する貧困層の貧困を悪化させだとし

ている．しかし，農家家計へのインパクトについて

はあまり研究成果がない．切り下げ前後を含む農家

家計レベルのパネル・データがほとんど存在しない

ためである．例外として，コートジボワールのコメ

生産農家を対象にした研究（Barret仁Sher1und，a皿d

Adesina（2006））がある1この研究は，通貨切り下

げに起因する価格変化というショックからの回復は，

農家の教育水準が高いほど早いことを示した．なお，

ユー口が採用された1999年1月からは，1ユー口

＝655，957CFAフランの固定レートが採用されてい
る．

③コートジボワール内戦

　1980年代のサヘルの早魅以降，ブルキナ・ファ

ンの農家家計は隣国コートジボワールヘの経済的依

存を恒常化していた．そのため，2002年9月にコ

ートジボワールで発生したクーデター失敗とそれに
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続く内戦は，ブルキナ・ファンの農家家計に負の影

響を与えた．第一はコートジボワールヘ移住してい

た兄弟や子供らが帰村したことである．村では食料

需要の増大による価格の高騰が起った．さらに，帰

村者は食料を確保するために耕地を拡大したため土

壌肥沃度にも負の影響が懸念された．第二は，コー

トジボワールからの送金受け取り，コートジボワ」

ルヘの季節出稼ぎや家畜売却が困難になったことで

ある．ブルキナ・ファンの農家家計の主要な所得源

が失われてしまったことによる貧困の拡大はLa－

chaud（2005），櫻井・サバドゴ（2007）などにより明

らかにされている．

　クーデター失敗後の内戦で実際の激しい戦闘は数

ヶ月であり，その後はコートジボワールの国土は政

府側が支配する南部とクーデター側が支配する北部

に分断されて膠着状態となった．情勢が落ち着いて
からは，一 ?k間の人や物資の移動も可能となり，ブ

ルキナ・ファンに帰還した移民が再びコートジボワ

ールの移住先（ほとんどは政府支配下の南部にある）

に戻ることも可能となった．しかし，そもそも内戦

の原因に南部地域を中心に頻発していたブルキナ・

ファン出身者に対する排斥運動があるため，コート

ジボワールに戻る道中や移住先が安全であるとはい

えず，危険の高い状態が続いた．その後，2007年

に和平合意が成立し，2010年に大統領選挙が実施

された．選挙に伴う混乱があったものの，2011年

には新大統領が就任した．これにより形式上は分断

状態が解消されたことになるが，ブルキナ・ファン

出身者にとってコートジボワールが安全な場所にな

ったとは言いがたく，内戦前の状態に完全に戻った

わけではない（BBCNews（2013））．

④綿花生産

　綿花はブルキナ・ファンの主要輸出品であり，国

営企業SOFITEXが農民への資材供給，綿花買い

付け，加工，輸出までをすべて独占していた、1999

年より民営化が始まり，2004年には複数の民間企

業が設立され地域独占となった、この間の2002年

に，上に書いたようにコートジボワールで内戦が勃

発した．KaminskiandThomas（2011）よると，1996

年から2006年の！0年間で，綿花を生産する農家数

は98，520世帯から176，570世帯に増加した．世帯あ

たりの綿花栽培面積も，6．06haから6．92haに微増

している．Kaminski，Heady，and　Bernard（2011）の

推計では，栽培面積増加の65％は民営化などの制

度改革に，35％は制度改革に加えてコートジボワ

ール内戦の影響（帰還者の増加など）である．

　2000年代の前半，SOFITEXの定める生産者価

格は綿花の国際価格を上回っていた．そのためブル

キナ・ファンに綿花生産の急増をもたらし，2005

年には綿花はブルキナ・ファンの輸出額の約70％

を超えるまでなった．しかし，2006年からは国際

価格を反映した生産者価格が採用され，しかも化学

肥料や種子などの投入材の価格が高騰したため，綿

花生産は落ち込みを見せた．他方で，次項で述べる

ように金の輸出が急拡大したため，同国の輸出額に

占める綿花の割合は2011年には約11％にまで低下

している（UN（2011；2012））．

⑤資源価格高騰

　2006年から201ユ年までの5年間に起きたことで

もっとも大きな影響があったのは，国際的な資源価

格の高騰であろう．まず，他の西アフリカ諸国と同

様，ブルキナ・ファンでも2007年以来の食料価格

高騰に対して2008年2月に暴動が発生した（IRIN

（2008a；2008b；2008c；2008d））、しかし，何よりも

インパクトが大きいのは金の価格高騰である．金1

オンスの金額は2005年ころまで300ユー日程度で

安定していたが，その後はうなぎ上りとなり，2012

年には4倍以上の1300ユー口に達した．ブルキ

ナ・ファンは元々金を産出する国であったが，1990

年代半ばからおよそ10年間，ほとんど生産がなく

なっていた．しかし，金の価格上昇に合わせて

2007年ころより欧米の鉱山会社による金の採掘が

始まり，2008年から2011年の4年間で金の生産量

は年間6，000kgから32，000kgと5倍以上に増大し

た（USGS（2011））．ブルキナ・ファンの輸出額に占

める金の割合は，同期間に26％から77％になった

（UN（2011；2012））．

　鉱山会社による大規模な採掘の他に，ブルキナ・

ファンではインフォーマルな金採掘も盛んに行われ

ている．年間の生産量は約！，600kgから5，000kg

と推定されているが，上記の年間生産量には含まれ

ない（USGS（2011））．インフォーマルな金採掘は，

農閑期の農民に新しい出稼ぎの機会を与えている．

ブルキナ・ファンにおけるゴールドラッシュは，農

家家計にも大きな影響を及ぼしている．

2．2国レベルの変化

　前節に基づき1980年から2010年の30年を時代

区分すると，まず1980年代の10年間は構造調整以

前であり，早舷により特徴づけられる．次の1990

年代の1O年間は構造調整が実施された過渡期にあ

たる．最後の2㎜年以降は，構造調整後である．

その間の重要な出来事については，2000年代前半

はコートジボワールの内戦，2000年代後半は資源

価格の高騰である．こうした大雑把な時代区分に基

づき，この節では緑の革命から貧困削減に至る経路



26

0．4
w人

　　　　　　　　　　　　　経　　済　　研　　究

図1．ブルキナ・ファンの人口と1人当たり耕作面積の推移
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データソース〕Wor1d　B㎜k（2013〕．

註）人口はデータソースにある毎年の数値をそのままプ目ットした．滑らかな曲線となった

ことから，推計値だと思われる．

に関連すると想定されるいくつかの国レベルのマク

ロ指標の変化について確認しよう．

①耕作面積

　まず，図1は同国の総人口と穀物の耕作面積の推

移を示している．人口は30年間で約2．4倍に増カロ

し，しかも増加率が上昇の傾向にある．1996年か

ら2006年の10年間の年平均増加率は3．1％であり，

同期間のサブサハラ・アフリカ全体の2．5％を大き

く上回る（Wor1d　Bank（2010））．それに対して，1

人当たりの穀物耕作面積は，0．27haから0．24haに

減少した．しかし，おそらく天候の影響により年ご

との変動が大きく，20！1年には0．24haではあるが，

2008年や2010年には0．27haを上回っている．た

だし，これらの数値は都市と農村の人口を合わせた

総人口で除して得たものである．都市人口の増加率

は農村人口の増加率を上回っていて，1980年の都

市人口比率は8．8％だったが，2012年には27．4％

に達した．農村人口1人当たりの穀物耕作面積にす

ると，やはり年ごとの変動は大きいものの0．30ha

から0．33haに増えている．以上から，ブルキナ・

ファンでは急速な人口増加にもかかわらず，1人当

たりの耕作面積は少なくとも減少はしていないと言

えるであろう．このことは，2002年のコートジボ

ワール内戦によりブルキナ・ファンの農村に帰還し

た村人のインパクトについて，帰還者1人当たり耕

作面積がO．32ha増加したという櫻井（2006）の結果

とも一致している．

　人口が増加する中で1人当たりの耕作面積に大き

な変化がないのは，未利用地に耕地を外延的に拡大

したり，休閑期間を短縮して土地の利用頻度を高め

たりした結果である（農業従

事者が増加していないことも

考えられるが，可能性は低

い）．外延的拡大の場合，未

利用地が減少してくると，肥

沃度の低い条件不利な土地を

開墾せざるを得ないことにな

り生産性が低下することが予

想される．他方，休閑期間が

短縮すれば休閑による肥沃度

の回復が不十分になるので，

やはり生産性が低下する．し

たがって，もし生産者が何も

対策を行わないなら，1人当

たりの耕作面積が一定でも，

単位面積当たりの生産性は低

下するであろう．したがって，

単収の低下が見られれば，土

地の希少化が始まうているということができる．

②穀物単収

　アジアの緑の革命では，人口増加により土地が稀

少化し，土地集約的技術革新が誘発された．ブルキ

ナ・ファンでもその段階に達しているだろうか．緑

の革命が始まった1961年～1970年におけるインド

の人口密度は153人／km里であった．現在のブルキ

ナ・ファンの人口密度は60人／km2であるから，

当時のインドに遠く及ばない．しかも，その当時の

インドの農村人口比率は82％であり，ブルキナ・

ファンの現時点の農村人口比率（72．6％）を考えると，

農村における人口密度の差はさらに大きいと思われ

る．

　図2の折れ線は，ブルキナ・ファン全体の穀物の

単位面積当たりの収量の変化を示している11980

年に600kg／haを下回うていた単収は，20！2年に

は1200kg／haとおよそ2倍になった．年ごとの変

動が大きいのは，ブルキナ・ファンの主要な穀物

（メイズ，ソルガム，ミレット）の生産が年ごとの変

動の大きい天水に依存しているためである．アジア

の水稲の平均単収は1960年代末からの30年間で約

2倍になったときれるが（Pinga1i，Hoss心，㎜dGer－

pacio（1997）），灌概条件下のアジアの水稲と比較し

て，ブルキナ・ファンの30年間の生産性上昇率は

ほぼ同程度である．以上から，ブルキナ・ファンに

おいては，耕地の外延的拡大や休閑期間の短縮によ

る肥沃度の低下があるにしても，それを上回る生産

性の上昇が赴こうており，単位面積当たりの穀物生

産性は過去30年間にわたり2倍に上昇したという

ことができる．ただし，2012年の穀物の単収は東
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図2．サヘルの雨量と平均単収の推移
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データソース〕Wor1d　B㎜k（2013〕およびJISAO（2013〕．

南アジア諸国では4200kg／ha，南アジア諸国でも

2900kg／haであり，ブルキナ・ファンとの生産性

の格差は大きく，しかも格差が拡大している．した

がって，ブルキナ・ファンで起こった生産性上昇は，

耕地人口比率の面からも，生産性の絶対水準の面か

らも，アジアの緑の革命に比肩するとは言いがたい．

　では，どのような技術的要因が単収の上昇をもた

らしたのであろうか．アジアの水田稲作では，灌概，

新品種，化学肥料の3つの組み合わせが，単収の上

昇を実現した（Ping砒Hossain，andGerpacio
（1997））．ブルキナ・ファンにも水田はあるが，国

内の食料生産の中心は天水畑におけるメイズ，ソル

ガム，ミレットである．したがって，単収増加の3

つの要因のうち灌概を欠くという点でアジアとは異

なっている．逆に，ブルキナ・ファンでは雨量が生

産に直結する．図2には，サヘル地域における毎年

の年間降水量を，その長期的平均（1900年から2013

年）からの乖離として示した．早舷のあった1980年

代前半と比べて，1990年以降の年間降水量は上昇

の傾向にあることがわかる．したがって，過去30

年間の穀物単収の上昇の要因として，雨量の増加が

考えられる．

　新品種については，サブサハラ・アフリカでも普

及活動の長い歴史がある．ブルキナ・ファンにおけ

るメイズの栽培面積における改良品種の割合は，

1981年に3％，1998年に46％，2005年に75％と

伸びている．西・中央アフリカ全体では2005年の

改良品種の普及率が60％であることから，ブルキ

ナ・ファンの普及率は周辺国よりも高い（Sma1e，

Byerlee，andJayne（2011））．改良品種による単収増

加の効果が明確なメイズと異なり，ソルガムとミレ

ットでは改良品種の効果が顕著ではなく，改良品種
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の普及も遅れていた（Mare－

dia，Byer1ee，and　Pee（1998））．

Ndjeunga　and　Bantilan（2005）

によると2000－01年に実施し

た農家家計調査では，ブルキ

ナ・ファンにおけるソルガム

改良品種の普及率3．3％，ミ

レット改良品種の普及率は

2り％であった（播種した種子

重量の比率）．これは，周辺

のマリ（それぞれ33．3％と

20．5％），ニジェール（それぞ

れ10．9％と33．2％）と比べて

も非常に低い数字である．生

産環境に大差ない3国で，ブ

ルキナ・ファンの改良品種普

及率が顕著に低い理由についてNdjeunga　and　B㎜一

ti1an（2005）には言及がないが，マリとニジェールに

はソルガムとミレットの品種改良と普及に取り組む

国際農業研究機関のICRISAT（Internationa』Crops

Research　Institute　for　Semi－Arid　Tropics）の支所が

あるのに対して，ブルキナ・ファンには支所がない

ことが影響していると思われる．

　改良品種が単収にインパクトを持つには，適切な

栽培技術の採用，とりわけ肥料の利用が不可欠であ

るl　W㎜za1a㎜d　Groot（2013）によると，2010年の

時点で，ヘクタール当たりの化学肥料使用量は，ア

ジア全体の平均が209kg／haなのに対してサブサハ

ラ・アフリカ全体では8kg／haに過ぎない．この違

いが平均単収の違いの原因となっていることは間違

いないだろう（もちろん，8kg／haでは肥料の効果

は望めないので，使う場合には少なくとも50
kg／ha程度は投入する）．現時点の平均投入量が少

ないだけでなく，サブサハラ・アフリカの肥料使用

量は1980年代からほとんど変化していない．

Jayne，Kelly，and　Crawford（2003）によると，1980

年代に7．54kg／ha，1990－95年に8．14kg／ha，1996－

2000年に7．92kg／haである．サブサハラ・アフリ

カのほとんどの国では，独立後1980年代に構造調

整が始まるまで，化学肥料の配給と価格は国の統制

下におかれ，農家は無償または補助金付きの格安価

格で国営公社から肥料を入手していた．その後の構

造調整による市場の自由化の効果は一様ではなく，

農家の化学肥料の使用量が増えた国と減った国があ

る（Minot㎝d　Benson（2009））．いずれにしても，自

由市場化によってサブサハラ・アフリカの化学肥料

使用量が顕著に増大することはなく，国レベルでは

食料増産の障害となっていた．そのため，2007－08
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データソース）穀物単収は図2と同じ．穀物実質価格はBassou1et（2000〕．Pale（20ユO〕．FA0

（20ユ3〕などを総合して作成した．

年の食料価格危機の際に，バウチャーなどを利用し

た補助金による肥料使用量の増加が政策手段として

復活したのである（Minot　and　Benson（2009））．ブル

キナ・ファンの肥料使用量については，1980年代

に4．19kg／ha，1990－95年に624kg／ha，1996－2000

年に10．42kg／haであった（Jayne，Ke11y，andCraw－

ford（2003））．2000年以降に大きな変化はなく，

2007－11年には9．81kg／haである（FAOSTAT
（2013））．同国が1990．年代半ばよりサブサハラ・ア

フリカの平均値を上回る肥料使用量を維持している

のは，綿花の栽培によるところが大きい．市場の自

由化で綿花公社の独占体制がなくなりた後も，農家

は綿花会社との契約により綿花を栽培しており，必

要な種子や肥料，農薬は貸し付けられ，収穫後に精

算することになっている．多くの綿花栽培農家は，

こうして入手した化学肥料をメイズ生産にも流用し

ており，メイズの生産性の上昇にある程度貢献して

いる（Kaminski，Heady，㎝d　Bemard（2011））．

　以上，まとめると，ブルキナ・ファンにおける穀

物生産性は1980年から30年間にわたり持続的に上

昇していて，しかも1990年代半ばからの上昇がそ

れ以前と比べるとカロ連している．1990年半ば以降，

単位面積当たりの化学肥料の使用量には大きな変化

が見られないが，雨量が増加しメイズの改良品種の

採用率も上昇した．したがって，厳密な検証は行わ

ないものの，雨量と改良品種が単収の上昇に貢献し

たものと予測される．単収の絶対的水準がアジアと

比べて低いのは，単位面積当たりの化学肥料の投入

量が圧倒的に少ないためであろう．他方，1990年

代より構造調整が実施され，市場白由化や通貨切り

下げなどの制度的要因も，価格変化を通じて単収に

影響しているはずである．ここでは，その影響との

　　　　　　　　　　　　　　　　経　　済　　研　　究
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が発生した、1994年1月から7月の物価上昇率は，
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ある．ブルキナ・ファンは30．5％であり，CFAフ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1993年と切り下げ後の1997年の価格を比較し，コ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メの価格が60％上昇したのに対して，ミレットは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38％，ソルガムは42％，メイズは60％の上昇であ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り，コメの相対価格が上昇したためにワガドゥグの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費者はコメの消費を顕著に減らしたことを明らか
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラン切り下げ後のインフレーションにより1996年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　まで上昇したが，実質価格はむしろ低下か横ばいの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　状態だったことを示している．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上の点を考慮にいれて図3を見ると，ブルキ
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　データソース〕Wor1d　B且nk（2013）．

2007－08年の国際的な食料価格高騰の影響も見られ　　2011年にはネパールが3＆1％なのに対して，

ない．2012年に上昇しているのは，北部のミレッ　　キナ・ファンは354％である．

ト生産地帯の早舷による生産の減少とマリの戦乱に　　の農業GDPの割合は30．8％であるが，20年前の

よる需要増加などが原因である（USAID（2012））．　　1990年には61．2％であった．同じ年にブルキナ・

よって，ブルキナ・ファンにおける穀物の生産性上　　ファンでは29・1％である．アジアで比較的貧しい

昇は，穀物の実質価格の高騰を抑えることに成功し　　内陸国のネパールやラオスでは，経済が成長した過

てきたと言えそうである．　　　　　　　　　　去30年間（ラオスは30年前のデータがないので20

④非農業部門　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間）で非農業部門が拡大したのに対して，ブルキ

　ブルキナ・ファンの賃金水準についてはデータが　　ナ・ファンではむしろ農業部門が大きくなった．農

見当たらないので，穀物の実質価格が高騰しなかっ　　業部門が成長した時期は，すでに示したように穀物

たことが実質賃金の抑制につながったかどうかは確　　生産性が上昇した時期と一致し，また非穀物の綿花

認できない．それでは非農業部門の雇用は拡大した　　の栽培拡大とも同時である．これらが農業部門の成

だろうか？　　　　　　　　　　　　　　　　　長に貢献していると思われる、

　プルキナ・ファンの天水農業は生産が不安定なた　　　図4には，GDPにおける私的な送金受け取りの

め，以前から非農業部門からの収入が農家所得の大　　比率も示した．早魅の被害の大きかった1980年代

さな部分を占めてきた（Reardon，Mat1on．㎜d　De1ga一　には，隣国のコートジボワールからの送金は，早魅

do（1988））．農村部での商業活動，工芸品製作，乾　　ショックに対処するために重要な役割を果たしてい

期の出稼ぎなどが中心である（櫻井・サバドゴ　た．しかし，大写魅の後，1980年代の後半から減

（2007））．こうした非農業経済活動はほとんどがイ　　小を続け，コートジボワールで騒乱が続いた2000

ンフォーマルであり，統計書の職業分類上の「賃金　　年代にはGDPの2％未満に留まったままになった．

労働者」には該当しないと思われる．職業従事者の　　その理由としては，雨量が回復し早舷の被害が減少

うち賃金労働者の比率を見ると，1985年に3．2％，　　したこと，送金に代わる地元の非農業所得機会が増

1994年に3．6％と10年間でほとんど増えず，2003　如したことが考えられる．ただし，非農業所得機会

年に5．7％，2006年に7．1％と増加の兆しが出てき　　といっても，上で例示したようなインフォーマルな

た（Wor1d　Ba皿k（2013）にデータのある年のみ）．職　　ものがほとんどである．

業従事者の大半はいまだに農業に従事しており　⑤人的資本への投資

2005年の時点で農業従事者の比率は約85％である　　　非農業部門の発展が人的資本の収益率を高めるた

（Wor1d　B㎜k（2013））．この農業従事者の多くがイ　　めに人的資本への投資を促し，その収益を得た農家

ンフォーマルな非農業経済活動にも従事している、　　家計はさらに農家所得を増やす，というのがアジア

　非農業部門の成長は，GDPに占める農業部門の　　で観察された経済発展の経路である．上で見たよう

比率から推察することができる．図4に示すように，　に，ブルキナ・ファンにおいては非農業部門の拡大

ブルキナ・ファンの1人当たりの実質GDPは1990　は見られず，大半は農家の兼業によるインワオーマ

年代の半ばから順調に成長している1それに対して，　ルな経済活動である、にもかかわらず，人的資本へ

GDPに占める農業の比率は30年間を通じて，年ご　　の投資は増えたのであろうか？
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との変動が大きいものの平均的には

ほぼ一定か，むしろ1990年代半ば

以降に増える傾向がある．つまり，

ブルキナ・ファンでは高度経済成長

下において，農業部門は1990年代

半ば以降，経済成長と同じかそれを

上回るぺ一スで成長しており，非農

業部門が農業部門を上回って成長す

ることはなかった．この点をアジア

と比較してみる．ネパールでは，農

業のGDPの比率は1980年に
61．8％であり，ブルキナ．ファンが

1980年に294％だったのと比べる

と2倍の比率であった．しかし，

　　　　　　　　　　　　　ブル

　　　　　　　ラオスでは2011年
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図5．就学率と識字率の推移
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　データソース〕

　図5に，小学校（6年間）と中学校（7年間）の粗就

学率の推移を示した．1980年より就学率は一貫し

て増加の傾向にあるが，2000年を境に就学率の伸

びが加速していることがわかる．1990年の前後に

小学校の就学率が約30％になったこと，過去10年

では就学率の伸びが加速していることから，1990

年の20数年後には労働可能年齢にある人口の30％

が小学校への入学経験者になるであろう．2007年

の15歳以上の識字率が約30％というのはこの見込

みとよく一致している．学校教育を受けていなくて

も成人後に識字教育を受けた者が一定数いるために，

識字率は就学率よりも少し高い値となる．こうした

就学率の上昇に供給側の要因が大きいことは確かで

あろう．ブルキナ・ファンの農村部にはかつて小学

校のない村が多かったが，2000年代になうて小学

校建設が急速に進んだからである（例えば，World

Bank（2007））．

　供給が増えた結果，経済成長が続いた過去10年

で，小中学校への就学率で判定した人的資本への投

資が増大した．しかし，上で論じたように社会に人

的資本が十分に蓄積されるまでには時間がかかるた

め，過去10年の就学率の上昇が経済成長を引き起

こしたと考えるには無理があるだろう．また，前節

で論じたように，この間の経済成長が農業部門の成

長に起因するのだとすると，成長のために人的資本

の蓄積が前提になったとは限らない．では，この間

の需要側，すなわち人的資本投資の誘因は変化した

のだろうか．非農業部門の発展がまだ限られている

が，それでも非農業部門における人的資本の収益卒

上昇が投資の誘因になったのか、あるいは，人的資

本への投資が農業部門で収益を上げることを可能に

する状況があるのか．これらの点は，今後の課題で

ある．

〃
〃

〃
〃
〃’

’’
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　　　　World　Ba皿k（2013）．

⑥貧困削減

　図6はブルキナ・ファンの1人当

たりの実質GDPの推移（図4と同

じ）と貧困者比率を示している．同

国の経済が停滞していた1990年代

には貧困者比率が70％程度だうた

が，2000年以降に減少を始め，

2003年に57％，2009年に45％で
ある（World　B㎜k（2013））、ブルキ

ナ・ファンの貧困者比率については，

2003年ころに同国政府や世界銀行

などが公表していた数値では！994

年，1998年，2003年のいずれも

45％程度で，1990年半ばからの経

済成長にもかかわらず貧困が全く削減していないと

いう問題が指摘されていた、しかし，Grimm　a皿d

G血出er（2006）は，再推計により55．5％（1994年），

61．8％（1998年），47．2％（2003年）という結果を示

し，2000年以降に貧困削減が始まったとした．図6

では世界銀行がその後に修正した最新の数値を採用

しているが，Grimma皿dG血nther（2006）とは貧困者

比率が異なっている．Grimm　a皿d　G血ther（2006）は

ブルキナ・ファン独白の貧困線を使っているのに対

して，世界銀行は1日当たりの消費支出PPP換算

1．25ドルを貧困線としているためである．そのため

貧困者の比率は異なるが，2000年代になって貧困

者比率が減少しているという点では共通している．

　ここまでの各項で議論したように，1990年代半

ばは，構造調整による市場自由化とCFAフランの

切り下げがあり，同時に雨量の平年並みへの回復と

穀物の単収の増カロが起こった．さらに2000年以降

は，綿花栽培が拡大した．その結果，1人当たりの

GDPの成長に合わせて，GDPに占める農業部門の

比率が上昇している．これらのことは，ブルキナ・

ファンでは農業生産の増加が貧困肖1」減に貢献したで

あろうことを示唆する．もちろん，2000年代半ば

以降には金産出の増大があり，2009年にはインワ

才一マルの金採掘の家計への寄与も無視できないで

あろう．

　　　　　　3．家計レベルの分析

　前節で見いだしたことを要約すると以下の通りで

ある．1人当たりの耕作面積の減少はない．単位面

積当たりの生産性は上昇している．肥料の使用量は

あまり増えていない．教育水準は向上している．農

家所得は上昇している．この節では，家計調査デー

タを使ってこれらを家計レベルで確認する．さらに

所得決定関数を推計することで，農家所得がどのよ
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　　図7．ブルキナ・ファンの農業生態区分と調査対象村落の分布
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うな要因によって影響を受けているかを確認し，貧

困削減がどのようなメカニズムで進んでいるのかを

明らかにする．

3．1家計調査データ

　本論文で用いる農家家計調査データは，1981年

から2010年の30年間にわたり作成された3つのパ

ネル・データである．図7に示すようにブルキナ・

ファンは4つの農業生態区分に分かれる、これらの

データは，もっとも降水量の多いギニア・サバナ帯

南部を除く3つの農業生態区分にある村1から村6

で収集したものである、

　第1回は，！981年から1985年にかけてである．こ

れは当時，ブルキナ・ファンに支所を持っていた

ICRISAT（IntemationaI　Crop　Rese趾。h　Institute　for

the　Semi－Arid　Tropics）が実施した家計調査で，サ

ンプル数は各村25世帯，合計150世帯である．本

稿ではICRISATデータと呼ぶ、国際農業研究機関

であるICRISATは，西アフリカの半乾燥熱帯でソ

ルガムやミレットの生産性を向上させ農家家計の経

済厚生を高めるという課題を持っており，その実現

に資することを目的としてこの家計調査が実施され
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表1．調査対象村の人口動態

1983年 2002年 2002年 2011年 人口増加率 人口増加率

村番号 農業生態区分 （危機前の （危機後の （1983年一 （2002年一

人口） 帰村者数） 2002年） 2011年〕

1 スーダン・サバナ北部 755 712 3 1400 一〇つ6 O．97

2 スーダン・サバナ北部 636 911 1 ！607 O．43 O．76

3 スーダン・サバナ南部 1321 1240 600 2174 一〇．06 O．75

4 スーダン・サバナ南部 1224 1！80 300 1827 一〇．04 O．54

5 ギニア・サバナ北部 1145 1750 40 2050 α53 O．17

6 ギニア・サバナ北部 865 1210 21 1900 O－40 0，57

た．サブサハラ・アフリカで作成された最も古いパ

ネル・データの一つである．上で述べたように，こ

の5年間は降水量の最も少ない時期と偶然にも重な

ったため，早魅ショックヘの農家家計の対処行動の

分析にもっぱら用いられてきた1

　第2回は，1998年の予備調査を含めると，2006

年までの9年間という長期にわたる調査である．こ

れは筆者の櫻井自身が実施した調査で，櫻井が所属

していた機関（国際農林水産業研究センター1JR

CAS）とブルキナ・ファンのカウンターパートであ

る機関（ワガドゥグ大学1UO）の頭文字をとって，

JIRCAS－UOデータと呼ぶ．この調査では，ICRI－

SATの調査対象の6か村に加えて，ギニア・サバ

ナ帯南部の村7と村8を対象とした、サンプル数は，

各村32世帯，合計192世帯である．なお，ICRI－

SATデータとは調査対象家計が異なるので，パネ

ル・データとしては継続していない．JIRCAS－UO

データの重要な特徴は，次の2点である．（1）調査

対象の8か村のうち，ギニア・サバナ帯南部の2か

村を除く6か村は1980年代にICRISATが作成し
たパネル・データの対象村落と同一である、（2）調

査期間中の2002年9月に隣国のコートジボワール

で内戦が発生した．この2点は意図して仕込んだも

のである．つまり，1998年にこの調査を企画した

際には，1980年代のICR工SATデータと比較して，

その間に進展した構造調整の効果を解明することを

課題とした1その後2002年9月にコートジボワー

ル内戦が勃発したので，そのインパクトを測定する

目的で2006年まで調査期間を延長したのである．

本論文はICRISATデータと比較することが目的な

ので，村1から村6のデータだけを使用する．

　第3回は2011年に開始した現在進行中の調査で

ある．JIRCAS－UOデータと同じ家計を調査するこ

とで，パネル・データを延長する．この調査は筆者

の櫻井自身が，一橋大学のr途上国における貧困削

減と制度・市場・政策（PRIMCED＝PovertyReduc－

tion，Institutions，Markets，and　Policies　in　Deve1op－

ingCountries）」プロジェクトの一環として行うも

のであり，プロジェクトの名称からPRIMCEDデ

一夕と名付けた．調査の主眼はコートジボワール内

戦の長期的な影響を確認することであるが，第2回

目調査後に明らかとなったブルキナ・ファンの持続

的な経済成長，特に綿花栽培や金採掘の農家家計へ

のインーバクトの解明に用いることが可能である．

3．2家計レベルの変化

①耕作面積

　ブルキナ・ファン国全体の人口は図1に示したよ

うに30年間で約2．4倍に増加した、この間に都市

化が急速に進んでおり，農村人口だけに限ると約

1．9倍である．表1は調査対象村の人口動態である．

6か村の合計ではほば国全体の農村人口増加率に近

い増加率になる、しかし，各村の人口増加率を見る

と，1983年から2002年までの約20年間で人口増
加のあった村（村2，5，6）と人口がほぼ一定の村（村1，

3，4）があることがわかる．人口が増えていない村は，

いずれも雨量の少ないスーダン・サバナ帯に立地し，

主としてコートジボワールに移民を送り出していた．

スーダン・サバナ帯にあるにもかかわらず人口の増

加した村2は，1990年代に金鉱が見つかり，イン

ワ才一マルな金採掘が盛んになった．そのため，村

外にいた村人が戻ってきたのであろう．次に2000

年代には，すべての村で人口が増加した、コートジ

ボワールヘの移民が困難になった状況を反映してい

る．

　1人当たりの耕作面積（穀物以外に綿花を含む）を

見ると，どの地帯でも1980年から2000年までは増

える傾向にあるが，2000年代になって減少してい

る（表2）1それでも，スーダン・サバナ帯北部とギ

ニア・サバナ帯北部では0．5ha強であり，ブルキ

ナ・ファン全体の数値（0．33ha）と比べると大きい．

スーダン・サバナ帯北部は雨量が少なく土壌肥沃度

も低いので，広い面積を耕作する傾向があるためで

ある．他方，ギニア・サバナ帯北部では綿花の面積

を含むために広くなっている．綿花は近年では家計

の耕作面積の5割くらいを占めており，それを差し

引けばブルキナ・ファン全体の数値を少し下回る、

それに対して，スーダン・サバナ帯南部では，移民
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表2．調査対象村落の作物栽培面積シェア

スーダン・サバナ帯北部 スーダン・サバナ帯南部 ギニア・サバナ帯北部

1981－84年 20C1－02年 2011－12年 1981－84年 2001－02年 2011－12年 1981－84年 2001－02年 201ユーユ2年

世帯当たり耕作面積（ha） τ8 a6 6．9 6．1 7．7 5－2 6．5 6．9 8．2

1人当たり耕作面積（ha） α67 α69 0．56 O．45 O．58 0．30 O．47 O．57 0．54

ミレット（％） 91．8 78．9 75．2 25．4 247 21．7 21．3 147 7り

ソルガム（％） 6．5 7．2 15．6 64．4 553 5＆4 45．1 255 35．5

メイズ（％） 1．2 2．9 2．6 1．7 1．9 2．1 144 13．1 43石

コメ（％） O．1 O．2 O．3 O．2 4．8 3．2 2」〕 2．4 43

綿花（％） O．1 O O 1℃ O O 26．9 20．2 5q0

ササゲ（％） 40．6 18り 37．4 66り 641 42．5 15．3 3．4 54

ゴマ（％） 34 1．1 2．1 14 2．8 1．6 ユ．4 O．2 2．3

註〕作物の面積シェア＝当該作物作付け面積ノ総耕作面積（％〕．混作や間作の場合は作付け面積を重複して加算するので，内訳の合計が

ユ。o％を超える．

表3．調査対象村落の単収と化学肥料の使用

スーダン・サバナ帯北部 スーダン・サバナ帯南部 ギニア・サバナ帯北部

1981－84年 2001－02年 2011－12年 ユ981－84年 2001－02年 2011－12年 ！981－84年 2001－C2年 2011－12年

ミレット 単収（㎏／ha） 277 513 502 3C9 362 540 376 422 403

化学肥料投入（㎏ノh目） O 1 8 4 3 9 5 2 13

ソルガム 単収（㎏ノh3） 293 417 442 401 390 721 524 537 490

化学肥料投入（㎏／ha） O O 2 10 16 24 2 2 21

メイズ 単収（k9／ha） 340 615 488 974 315 640 593 896 13ユ2

化学肥料投入（㎏ノha） O 3 4 34 17 75 22 42 48

の減少した2000年以降の人口増加により1人当た

りの耕作面積は大きく減少した．とはいえ，先に見

たブルキナ・ファンの平均値程度の水準である1

②穀物単収

　各地帯で栽培されている作物は表2に示した．降

水量の違いを反映して，雨量の最も少ないスーダ

ン・サバナ帯北部では主としてミレットが栽培され，

多くの場合ササゲと混作される．スーダン・サバナ

帯南部ではミレットよりもソルガムが多いが，ソル

ガムもササゲと混作される．雨量の最も多いギニ

ア・サバナ帯北部では綿花とメイズが主要作物とな

る．同地帯では，綿花とメイズの2つ栽培面積の耕

地面積に占める比率は，2000年以降に大きく伸び

ている．綿花の面積拡大は，ブルキナ・ファン全体

の傾向に一致するものである．メイズの面積拡大は，

2000年以降に雨量が増えたこと，化学肥料によく

反応する改良品種が出回ったことが原因であると考

えられる．

　ミレット，ソルガム，メイズについて作物ごとの

単位面積当たりの収量と化学肥料の使用量について

表3にまとめた．スーダン・サバナ帯北部では，雨

量の少なかった1981－84年と比べると，2000年以

降にどの作物の単収も上昇しているが，現在と比較

して単収が上昇しているとはいえない．化学肥料の

使用量については3時点を比べると増えている傾向

はあるが，最大でも平均8kg／haであり，ほとんど

使用していないに等しいレベルである．スーダン・

サバナ帯南部では，1981－84年から2000年前後に

かけて，作物ごとに単収の変化方向が異なり，共通

の傾向は見られない、しかし，2001年からの10年

間ではどの作物についても単収が上昇している．化

学肥料の使用も増加していることから，単収向上の

理由の一つと考えられる．上で見たように，スーダ

ン・サバナ帯南部では人口が増加し，1人当たりの

耕作面積が減少している．それへの反応として化学

肥料を増やすことで単収を上げているとするならば，

r緑の革命」のようなことが起こっていると言える．

しかし，前節で論じたように，単収の絶対水準はま

だ非常に低い．

　ギニア・サバナ帯北部では，ミレットとソルガム

については過去30年間に単収はほとんど変化して

いない．しかし，メイズの単収の伸びは顕著である．

化学肥料については，ミレットとソルガムに対する

使用量が増えていることが目立つが，単収への影響

は見られない．メイズについては，10年前と化学

肥料の使用量に変化はないものの，単収は増加した．

品種については情報がないので，単収増加に改良品

種が貢献したかどうかはわからない．しかし，前節

で述べたようにブルキナ・ファン全体では近年にな

りメイズの改良品種の普及が進んでいることから，
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表4．家計内労働力の就学歴（％）

スーダン・サ スーダン・サ ギニア・サバ
バナ帯北部 バナ帯南部 ナ帯北部

2001年

男性 小学校率 1α0 2．6 21．6

中学率以上 O O．5 2．6

女性 小学校卒 0 1．8 3．7

中学卒以上 0 O 工．6

2011年

男性 小学校卒 15．6 19．7 27．5

中学卒以上 5．3 8－3 192

女性 小学校卒 7．5 6．2 1τO

中学卒以上 6．4 2．8 8．7

その影響がある可能性がある．ただし，ギニア・サ

バナ帯北部では1人当たりの耕作面積には変化がな

いので，単収の増加は土地の不足に対する反応であ

るとは言えないだろう．

③人的資本への投資

　1980年代の初めに行われたICRISAT調査では，

家計構成員の調査で就学年数や識字能力を尋ねてい

ない．現在の標準的な家計調査からすると意外なこ

とではあるが，当時は調査対象村には教育を受けた

ものがほとんどいなかったためであろう．村内に小

学校ができたのはギニア・サバナ帯北部が最も早く，

村5が1978年，村6が1986年である、ICRISAT
調査のあった1980－85年の時点では，村5でも村の

小学校に通学した経験のある者が労働可能年齢には

達していなかった．スーダン・サバナ帯南部の村4

の小学校開校は1996年，村3の小学校開校は2001

年である．スーダン・サバナ帯北部の村1と村2に

も現在では小学校がある．開校した年は正確には不

明だが，2002年以降である．もちろん村外で教育

を受けることは可能なので，村に小学校がなくても，

全く誰も教育を受けていなかったわけではない．し

かし，年齢の高い層になるほど教育を受ける機会が

乏しかったことは明らかである．2011年の時点で

調査対象家計の家長の年齢は平均54歳である1家

長の平均就学年数は，ギニア・サバナ帯北部がO，98

年，スーダン・サバナ帯南部が0．32年，スーダン・

サバナ帯北部が0年であり，学校の設立が早いほど，

家長の平均就学年数が高い1

　表4に示すように，各家計の人的資本の蓄積は，

2001年と2011年の比較から明らかである．2001年

の段階では，教育を受けた成人女性が村にいなかっ

たスーダン・サバナ帯北部でも，2011年には教育

を受けた女性が現れ，比率ではスーダン・サバナ帯

南部を上回った．

④所得

　図8は，家計調査に基づき1人当たりの農家所得

　　究

　　　の金額の変化とその内訳（農業所得，非農業

　　　所得，家畜所得，贈与（送金を含む）所得）を

　　　地域ごとに示したものである．所得は調査デ

　　　ータを使って著者らが独自に作成した地域ご

　　　との消費者価格インデックスにより実質化し

　　　た．2003年のギニア・サバナ帯北部の価格

　　　を基準にする．また，2003年の名目価格に

　　　基づく全国貧困線（1人当たりの82，672CFA

　　　フラン，Grimm　and　G自nther（2006）による）

　　　も表示した、

　　　　スーダン・サバナ帯北部では，3時点にわ

　　　たり一貫して所得が上昇し，2001－02年の段

階で平均値が貧困線を上回った．スーダン・サバナ

帯南部とギニア・サバナ帯北部では，1980年から

2000年にかけては所得が停滞していた．しかし，

2000年以降は所得が上昇している．相対的に貧し

いスーダン・サバナ帯南部でも，2011－12年には1

人当たり所得の平均値が貧困線に到達した．他方，

ギニア・サバナ帯北部では3時点とも平均値が貧困

線を上回る．前節で見たように，2000年以降マク

ロレベルでは1人当たりGDPが成長しているが，

家計レベルでも確認できた．貧困者比率を計算した

結果が表5である．2000年以降，所得の平均値が

増大しただけでなく，貧困者比率が低下したことが

わかる．20！1－！2年のスーダン・サバナ帯北部とギ

ニア・サバナ帯北部の貧困者比率は，世界銀行が発

表した2009年の国レベルの貧困者比率（45％）にほ

ぼ匹敵する．相対的に貧しいスーダンニサバナ帯南

部では，急速に所得が上昇しているものの，国の水

準にはまだ到達していない、

　次に所得の内訳を見ると，どの地域でも農業所得

の額もそれが農家所得に占める割合も増加している

ことがわかる．スーダン・サバナ帯南部では比率で

は58％から68％に増えたに過ぎないが，金額は2

倍以上になった1スーダン・サバナ帯北部では

μ％から62％に増加し，ギニア・サバナ帯北部で

は42％から61％に増加した．ギニア・サバナ帯北

部の増加率が最も高いのは，同地域におけるメイズ

の栽培拡大と非農業所得の減少を反映するものであ

る．なお，綿花については，栽培面積は増加してい

るが，国際価格の低下と投入財価格の上昇を反映し

て所得額はむしろ減少している．スーダン・サバナ

帯北部，南部では食料価格の高騰が所得上昇に寄与

していると思われる．特にササゲは，栽培面積には

大きな違いはないものの，自給を主目的とする混作

から換金を主目的とする単作に栽培方法が変化して

おり，価格上昇にカロえて生産の拡大も農業所得の増

加に貢献した．これらの結果は，マクロレベルで農
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　表5．調査対象村落の貧困者比率の推移

■贈与所橋

口家着所得
8■非農業所得

■義業所得

■貧困繰

スーダン・サバナ帯北部

スーダン・サバナ帯南部

ギニア・サバナ帯北部

1981－84年

0．80

O．91

O．48

2001－02年

O．69

0．94

0．53

2011－12年

O．48

O．61

O．40

業部門のGDPのシェアが拡大していることと一致
する．

　他方，非農業所得（出稼ぎを含む）の比率は1981－

84年に高く，2001－02年には減少した．1981－84年

は早魅のため農業生産が打撃を受け，多くの農家が

出稼ぎを含む非農業分野に所得を求めたためである．

早舷の頻度が低くなった2001－02年には，非農業所

得の比率だけでなく，絶対額も減少した．しかし，

その後，2011－12年にはスーダン・サバナ帯の北部

と南部では再び非農業所得が増加している．これは

金採掘の影響である．また，後で見るように農産物

取引を中心とするサービス業の増加も著しい．しか

し，農家所得の中では非農業所得よりも農業所得の

伸びが大きく，金採掘やサービス業だけが農家の所

得を上昇させたわけではない．

　贈与所得には，海外からの送金受け取りだけでな

く，国内の送金や贈り物の受け取りも含む．マク回

レベルでは海外からの私的送金の受け取りのGDP

に占める上ヒ率は低下しているが，家計レベルの送金

を含む贈与所得については農家所得に占める割合は

高くないものの，必ずしも低下はしていない．スー

ダン・サバナ帯南部やギニア・サバナ帯北部では，

2001－02年とくらべて2011－12年の方がむしろ増加

している．

⑤非農業経済活動

　農家所得に占める比率は低下しているとはいえ，

35

非農業部門が重要な役割を果たしていることは確か

なので，その内容をもう少し詳しく見てみる．まず

図9は，地元における非農業経済活動を大きく4つ

に分類して，それぞれのカテゴリーが生み出した所

得の額を比較したものである（つまり出稼ぎを含ま

ない）．ここで雇用労働というのは，正規，非正規

を問わず，農業以外で他人に雇われた場合をすべて

含む．仕事の内容としては，サービス業，製造業，

狩猟採集等多様である．他方，雇用労働以外のサー

ビス業，製造業，狩猟採集はすべて自営である．サ

ービス業に分類されるものの大半は，販売業である．

牛乳，肉，果物，コーラナッツ，薬，燃料など様々

なものが含まれる．製造業は，カゴやゴザなどの工

芸品，どぶろくやドーナツなどの食品，鍛冶屋，煉

瓦，機織りなどである．狩猟採集には，養蜂，薪集

め，漁師，猟師などが伝統的な職業だが，金の採掘

もここに分類される．単独の職種でもっとも頻度が

高いのは，1981－84年と2001－02年の調査ではどぶ

ろく製造で，非農業経済活動の全件数の15％前後

を占めていた．2011－12年にもどぶろく製造は17％

を占めたが，金採掘が20％でトップとなった．

　地域ごとに見ると，スーダン・サバナ帯北部と南

部では，非農業所得の金額が増えている．スーダ

ン・サバナ帯北部では2011－12年には総額の半分近

くが狩猟採集であるが，これはすでに触れたように

金の採掘である．スーダン・サバナ帯北部の村2で

は1990年代の終わり頃に金が見つかり，2002年の

調査ですでに調査対象家計の構成員のうち13名が

金採掘に従事していた．金価格の高騰を受けて従事

者は増え続け，2011年には調査対象家計の52名が

金採掘を行うた．2011年に村2の家計所得の11％，

非農業所得の約50％が金採掘による収入である．



36 　　　　　　経　　済　　研　　究

図9．1人当たり非農業所得の変化とその内訳（年間実質額）
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スーダン・サバナ帯南部の村4の付近およびギニ

ア・サバナ帯北部の村6の付近にも最近になって金

鉱が発見され，調査対象家計の中から，村4には

11名の金採掘従事者，村6には26名の金採掘従事

者がいる．これらの村では，金採掘が乾期の重要な

現金獲得手段になっている．また，直接，金の採掘

に従事しなくても，金鉱労働者向けの食品や雑貨を

売る商売で収入を得ている者もいる．

　スーダン・サバナ帯南部とギニア・サバナ帯北部

の非農業所得で目立つのは，金採掘を含む狩猟採集

ではなく，サービス業である．スーダン・サバナ帯

南部は金額も比率も大きく拡大している．ギニア・

サバナ帯北部ではもともとサービス業の額は大きい

が，製造業の低下により非農業所得に占めるサービ

ス業の比率が増大している．製造業の比率の減少は，

スーダン・サバナ帯北部でも見られるため，ブルキ

ナ・ファンの農村部に共通の傾向であると思われる1

農村部にも安価な工業製品が大量に出回るようにな

うてきており，伝統的な工芸品の需要が低下してい

るのであろう．それだけでなく，農業生産の増加が

農業資材の販売業や農産物の加工・流通業の発達を

促していると考えられる．

3．3所得決定関数の推計

　この節では次の所得決定関数を推計し，家計がど

のように貧困から脱出したのかを明らかにする．所

得決定関数の特定化については，大塚・櫻井（2007）

の各論文を参考にした．

　　　　　　　炊＝X｝β十〃｛十e“　　　　　　　（1）

　ここで鰍は，家計ゴのf年における1人当たり

の所得である．Xパま説明変数のベクトル，ψは家

計固有の効果，吻は通常の残差項である．X缶には，

家計の物的資本（耕地，家畜）と人的資本（働き手の

数，働き手の教育水準）を含む．x冊の係数βは，

物的・人的資本の収益率である．式（1）は，固定効

果モデル，ランダム効果モデルのどちらでも推計可

能であるが，本論文ではランダム効果モデルを採用

した．本論文の関心の中心にある家計の物的資本や

人的資本は短期間では変動が少ないため，固定効果

モデルでは所得におよぼす効果を推計することが困

難だからである．推計は3時期（早魅期：広＝
1981－1984，構造調整期：オ＝2001－2002，経済成長

期：広＝2011－2012）を別々に行い，それぞれの期で

資本の収益率にどのような変化が起こったかを明ら

かにする．

　推計結果は表6である．ギニア・サバナ帯北部の

土地の収益率（1人当たりの耕作面積の変化率に対

する農家所得の弾力性）は，早舷期にO．34だったが，

構造調整期には0・28に低下し，高度調整期に049

まで上昇した．雨量が多く農業生産条件のよいギニ

ア・サバナ帯北部で土地の収益が上昇していること

は，農業所得の上昇が家計所得を増加させていると

いう観察と整合的である．ギニア・サバナ帯北部の

土地の収益率に対して，スーダン・サバナ帯南部の

収益率は，早魅期にギニア・サバナ帯北部よりも

0．31も高い収益率を示したが，その後は有意な差が

なくなった．スーダン・サバナ帯北部は，構造調整

期に限ってギニア・サバナ帯北部を上回ったが，他

の時期にはギニア・サバナ帯北部と有意差がない．

以上より，調査地においては，土地の収益率の大小

は変化するものの，過去30年間において収益率が

上昇する傾向があることがわかった1

　教育については，すでに説明したように，皐魅期

のころは調査対象地に教育を受けたものがほとんど

いなかったため，データには教育の変数が含まれて

いない．そこで，教育の収益率を見るのは構造調整
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表6．農家所得決定関数の推計結果
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198ユー84年 200ユー02年　　　　20ユユー02年

1人当たり耕作面積（自然対数）

　×スーダン・サバナ帯北部ダミー

　Xスーダン・サバナ帯南部ダミー

1人当たり家畜資産額（100，000FCFA）

　Xスーダン．サバナ帯北部ダミー

　Xス’ダン’サバナ帯南部ダミー

家計の労働力に占める男性就学経験の比率

　XスーダンIサバナ帯北部ダミー

　Xスーダン．サバナ帯南部ダミー

家計の労働力に占める女性就学経験の比率

　Xスーダン’サバナ帯北部ダミー

　Xスーダン’サバナ帯南部ダミー

家計構成員の人数

家計構成員の人数に占める16～40歳男性の比率

家計構成員の人数に占める41～60歳男性の比率

家計構成員の人数に占める61歳以上男性の比率

家計構成員の人数に占める16～40歳女性の比率

家計構成員の人数に占める41～60歳女性の比率

家計構成員の人数に占める61歳以．．ヒ女性の比率

家長の年齢

男性家長ダミー

スーダン・サバナ帯北部ダミー

スーダン・サバナ帯南部ダミー

ユ981年ダミー

1982年ダミー

1983年ダミー

2001年ダミー

2011年ダミー

定数項

観察数

R　squared

O．342（0，03！）…

O．006（0，042）

O．308（0，095），｝

O．305（0，038）’＾＾

一0，171（O．036）“‘

一0，082（0，045）＾

　　　NA
　　　NA
　　　NA
　　　NA
　　　NA
　　　NA
－O．005（O．007〕

O．343（0，112）‘’’

一0．O02（O．298）

一〇．794（O．346）｝

O．7C5（C．355）・・

O．934（O，675〕

　O．903〔0，321〕・｝

O．003（O．004〕

　　　NA
－O．652（O．151ヅ’，

一0，609（C．232）｝・

0，355（O．150）・＾

O．147（O．079）・

O．320（O．141〕・・

　　　NA
　　　NA
lO，979（O．206）‘・・

441

0．476

0．283（O．118）・‘

0，554（O．198）“・

0，070（0，114）

O．058（0，015）｝，

一〇．016（O．042）

　1，097（O．088）・｝

一〇．42！（O．256〕，

2，842（C．264）…

　1，898（O．621）‘’＾

一〇．163（0，158）

　（ornitted）

　1，089（O．277）＾｝

O．OOユ（O．006〕舳’

O．043（O．505〕

O．791（O．625）

一0，450（1，051）

　！．148（O．794）

　1，117（0，281）’＾・

　1，666（O．952）i

－O．002（O．OO1）｝・

O．617（O．267〕｝

一0，332（O．053）‘’’

一1，121（O．118）‘“

　　　NA
　　　　NA

　　　NA
－O．312（O．157）“

　　　NA
1O．837（O．282〕｝．

254

0．578

0．485（0，039）・＾・

一〇．033（O．093）

O．082（O．136）

0，069（0．O08）｝．

0，042（O．008）・．・

0，083（O．025）・・‘

一〇．218（0，235）

…O．0！5（O．253）

　1，056（0，169）＾＾＾

O．O19（O．304）

一0，251（O．274）

0，738（O．7C2）

一〇．003（O．002）

一〇．110（O．303）

O，145（O．991）

O．427（1，198）

■O．189（0－778）

一〇．430（O．698〕

O．／24（O．724）

一〇．001（O，C02）

10，042（O．195）

一〇．186（O．！11）‘

■C，147（O．185）

　　　　NA

　　　　NA
　　　　NA

　　　　NA
O，235（O．165）

！1，755（O．531）｝．

263

0．375

　　註）被説明変数は1人当たりの農家所得の自然対数．ランダム効果モデルにより推計した　村レベルのクラスターについて頑

　　強な標準誤差を示す．’’’，’’，’はそれぞれ有意水準1％，5％，10％を意味する．

期と高度成長期に限られる、構造調整期を見ると，　　いては，構造調整期にはスーダン・サバナ帯南部で

男性の教育変数（世帯の働き手のうち，教育を受け　　だけ家計所得に正の影響があったが，高度成長期に

だ男性の比率）について，係数が負になっている、　　は女性の教育の影響はなくなってしまった、

有意水準は高くないが，10％水準で有意である1　　　家計の人的資本については，家計構成員数に対す

ギニア・サバナ帯北部では，教育水準が上がること　　る男性，女性の働き手の比率によっても捕捉する．

によって農家所得が減少することを意味する．農家　　早舷期には，男性，女性とも比較的若い層（16歳か

所得の中に教育により負の影響をうけるものがある　　ら40歳）の比率が高いと農家所得が増カロし，男性高

ためにこのような結果になったはずだが，農業，非　　齢者（60歳超）は農家所得に負の影響があった．女

農業，家畜，贈与等を調べても農家所得減少の原因　　性高齢者（60歳超）は男性とは逆に正の影響を持つ、

ははっきりとはしなかった．ただし，平均値付近で　　女性の働き手の農家所得におよぼす正の影響は構造

の所得へのインパクトを計算すると大きいものでは　　調整期にも中年層（40歳超，60歳まで）と高齢層で

ない．他方，スーダン・サバナ帯の南部と北部では，　見られた．しかし，高度成長期には働き手の数は農

男性の教育が農家所得に有意に正の影響を与えてい　　家所得に影響しない．農家所得向上には教育が必要

る、しかし，高度成長期になると，ギニア・サバナ　　になっている（ただし，スーダン・サバナ帯南部の

帯北部とスーダン・サバナ帯北部では男性教育の農　　み）．

家所得に及ぼす影響がなくなり，スーダン・サバナ　　　農家所得を農業と非農業に分けて，土地や人的資

帯南部だけで正の影響が見られる．女性の教育につ　　本がどの所得に影響しているかを見てみる．まず，
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表7．農業所得決定関数の推計結果

説明変数 1981－84年 2001－02年　　　　2011－02年

1人当たり耕作面積（自然対数）

　×スーダン・サバナ帯北部ダミー

　Xスーダン・サバナ帯南部ダミー

！人当たり家畜資産額（1OOρ00FCFA）

　Xスーダン・サバナ帯北部ダミー

　×スーダン・サバナ帯南部ダミー

家計の労働力に占める男性就学経験の比率

　Xスーダン・サバナ帯北部ダミー

　Xスーダン・サバナ帯南部ダミー

家計の労働力に占める女性就学経験の比率

　Xスーダン・サバナ帯北部ダミー

　Xスーダン・サバナ帯南部ダミー

家計構成員の人数

家計構成員の人数に占める16～40歳男性の比率

家計構成員の人数に占める41～60歳男性の比率

家計構成員の人数に占める61歳以上男性の比率

家計構成員の人数に占める16～40歳女性の比率

家計構成員の人数に占める41～60歳女性の比率

家計構成員の人数に占める61歳以上女性の比率

家長の年齢

男性家長ダミー

スーダン・サバナ帯北部ダミー

スーダン・サバナ帯南部ダミー

1981年ダミー

1982年ダミー

1983年ダミー

2001年ダミー

2011年ダミー

定数項

観察数

R　squ趾ed

　1，070（C．114）．｝

一〇．324（0，105）・“

一0，445（0．ユ23）．｝

　0，020（O．069）

　O．087（O．099）

　O．l06（0，063）・

　　　　NA

　　　　NA

　　　　NA

　　　　NA

　　　　NA

　　　　NA
－O．O01（0，008）

　0．112（O．174）

一0，326（O．482）

一〇．986（1，191）

O．198（0，377）

一0，225（O．516）

　O．095（1．O10）

　O．003（0．O05）

　　　　NA
－1，062（O．043）｝・

一〇．801（O．181）・舳

O．985（0，465）｝

0，332（O．357）

O．847（O．409）“

　　　　NA

　　　　NA
10，469（O．230）｝．

　0，828（0，061）｝・

　0，822（O．319）・｝

　O．265（O．I51）・

　0，053（0，020）．・．

　0，050（O．065）

　O．204（O．130）

　0．116（0，093）

　1，469（0，723）｝

　3，720（0，799）・｝

　0，145（O．301）

　（omitted）

　1，358（O．625）・．

一〇．005（O．OlO）

一0，563（0，591）

　0，180（1，605）

一1，227（1，662）

O．502（0，651）

一0，520（0，371）

一〇．091（1，090）

O．005（0．O05）

　1，163（0，425）．．．

一0，942（0，132）…

一〇．917（O．095）‡｝

　　　　NA

　　　　NA

　　　　NA
－O．397（0，365）

　　　　NA
1O．116（O．391〕｝■

439　　　　　　　　　254

0．497　　　　　　　　　　　　　0．555

　O．62！（O，045）・“

一0，293（O．093）．｝

一〇．088（O．088）

　O．046（O．006）…

　U．04ユ（0，023）．

　O．094（O．025）・■‘

　O．192（O．329）

一〇．445（0，448）

　O．176（0，391）

　O．043（0，493）

　O．136（O．493）

　O．178（0，450）

一〇．O05（0，006）

一〇．366（0，372）

一ユ．304（1，514）

　O．711（1，607）

　O．431（0，566）

　O．075（0，791）

　〇一425（O．760）

一0，001（0．O05）

　O．216（0，161）

一0，227（0，073）・杣

一〇．051（0，273）

　　　　NA

　　　　NA

　　　　NA

　　　　NA
　O．594（O．226）｝．

1O．779（O．571）加・

264

0．309

註）被説明変数は1人当たりの農業所得の自然対数．ランダム効果モデルにより推計した．村レベルのクラスターについて頑

強な標準誤差を示す．’｝，｝，’はそれぞれ有意水準1％，5％，10％を意味する．

表7が1人当たりの農業所得を被説明変数にした場

合である．ギニア・サバナ帯北部の土地の収益率は，

早舷期に1－07，構造調整期に0．83，高度経済期に

0石2と，常に正で有意ではあるが徐々に低下してい

る．非農業部門が拡大して貧困削減が実現したアジ

アの例ではこのような傾向が観察されるが（大塚・

櫻井（2007）の中のアジア編），ギニア・サバナ帯北

部でもそうなっているのだろうか．早舷期にスーダ

ン・サバナ帯の北部と南部でも土地の収益率は正だ

が，ギニア・サバナ帯北部と比べると値は小さい．

これは，早魅の影響であろう．ところが構造調整期

になると，スーダン・サバナ帯の北部と南部で土地

の収益率が上昇し，ギニア・サバナ帯北部を上回る

ようになった．しかし，その後，高度成長期にはス

ーダン・サバナ帯の北部と南部における高い土地収

益率は消滅している．教育についても，構造調整期

はスーダン・サバナ帯の北部と南部で農業所得に対

して正で有意な影響があった．スーダン・サバナ帯

の南部では男性だけでなく，女性の教育にも効果が

ある．しかし，高度成長期には教育の影響はなくな

っている．つまり，構造調整期から高度成長期まで

のlO年間で，農業所得に関して土地の収益率は低

下し，教育の効果はなくなった、構造調整期のよう

な変革期に教育が農業所得に正の効果を持つことは，

Schu1tz（1975）の指摘とも一致している．

　同様のことを非農業所得について見ると，まず早

舷期には，男性の若い働き手が非農業所得を上昇さ

せていた（表8）．しかレ，1人当たりの耕作面積は

まったく有意な影響がない1構造調整期になると，

男性の働き手の数だけでなく，土地や教育（スーダ

ン・サバナ帯の南部のみ，男女とも）が有意な効果

を持つ、高度成長期には，働き手の数は有意な影響

を失い，土地と教育だけが非農業所得を有意に上昇

させるようになった1土地が非農業所得に正の効果
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説明変数 198／－84年 2001－02年　　　　20／1－02年

1人当たり耕作面積（自然対数）

　×スーダン‘サバナ帯北部ダミー

　×スーダン・サバナ帯南部ダミー

1人当たり家畜資産額（ユ00，000FCFA）

　×ス’ダン・サバナ帯北部ダミー

　Xスーダン’サバナ帯南部ダミー

家計の労働力に占める男性就学経験の比率

　Xス’ダン．サバナ帯北部ダミー

　Xスーダン・サバナ帯南部ダミー

家計の労働力に占める女性就学経験の比率

　Xス1ダン’サバナ帯北部ダミー

　Xス’ダン．サバナ帯南部ダミー

家計構成員の人数

家計構成員の人数に占める16～40歳男性の比率

家計構成員の人数に占める41～60歳男性の比率

家計構成員の人数に占める61歳以上男性の比率

家計構成員の人数に占めるユ6～40歳女性の上ヒ率

家計構成員の人数に占める41～60歳女性の比率

家計構成員の」人数に占める61歳以上女性の比率

家長の年齢

男性家長ダミー

スーダン・サバナ帯北部ダミー

スーダン・サバナ帯南部ダミー

1981年ダミー

1982年ダミー

1983年ダミー

2001年ダミー

2011年ダミー

定数項

観察数

Rsquared

一〇、181（O．136）

　0，443（0，334）

　O．561（0，598）

　0ユ48｛O．056）・｝

一0，239（0，153）

一〇．198（O．313）

　　　　NA

　　　　NA

　　　　NA

　　　　NA

　　　　NA

　　　　NA
－O．Oユ6（O．OI8）

　0，393（0，230）‘

山0，693（ユ．369）

一〇．081（1，！72〕

　1．25ユ（O，932）

　2，389（1，717）

　1，486（！．200）

一〇．Oユ王（O．Oユ1）

　　　　NA
－1，197（O．792）

上1，279（1，020）

一〇．397（O．29！）

　O．194（O，158）

O．141（O．034）“’

　　　　NA

　　　　NA
lO．480（O．652）…

424

0．260

一〇．247（0，252）

　ユ．962（0．4ユ3）‘・＾

■O．040（0，376）

　O．025（O．009）・｝

　0，179（O．143）

　2，086（0，253）“・

皿0，079（O．286）

　O．650（0，815）

　5，713（1，108）…

一〇．241（O．977）

　（onlitted）

　2，281（O．774）｝，

　O．0／1（O．O18）舳，

　2，25！（O．993）

　3，544（ユ．751）・・

一4，371（3，372）・‘

一〇．Oユ1（O．80／）

　O．833（1．50I〕

　O．994（1，94！）

　O．001（0，011）・‘

　1，605（O．423）

　O．713（0，184）

一1，801（O．272）

　　　　NA

　　　　NA

　　　　NA
　O．353（0，158）t

　　　　NA
　6，805（O．904）．｝

239

0．367

一0，064（0，！66）

　0，582（O．278）・・

　1，O07（0，152）｝，

　O．088（O．018）＾・．

　O．022（O．060）

一0，095（0，071）

一〇．245（C．341）

　0，917（O．163）｝・

O．318（1，209）

　1，249（0，457）．｝

＿O．gg1（O．786）

一1，223（1，505）

一0，010（0－0ユ4）

』O．232（O．89C）

一0，094（ユ．638）

　O．192（2，263）

　O．478（O．590〕

　1，285（1，071）

一〇．740（O．846〕

O，001（0，0！5）

　O．090（C．326）

O．804（O．134），｝

　1，229（0，305）‘・・

　　　　NA

　　　　NA

　　　　NA
　　　　NA
一σ134（0，109）

9，014（1，210）｝‘

224

0．135

　　　註）被説明変数は1人当たりの非農業所得の自然対数．ランダム効果モデルにより推計した　村レベルのクラスターについて

　　　頑強な標準誤差を示す．’’’，’’，．はそれぞれ有意水準1％．5％，10％を意味する．

を持つのは，非農業部門の発展の初期段階では農業　　いう点である．国レベルの様々な指標は，農業生産

で得た所得を非農業経済活動に投資することが多い　　性はいまだに低水準にあるものの，農村部では農業

からである．アジアで多く観察されている（大塚・　生産の拡大により農業部門を中心にした所得向上が

櫻井（2007））．　　　　　　　　　　　　　　　　　　起こっていることを示唆していた．しかし，非農業

　以上まとめると，ブルキナ・ファンの調査対象村　　部門の発展なくしては，持続的な経済成長が望めず，

においては，農業所得の比率が高く農家所得の成長　　貧困削減にも限界があるはずである．

を支えていることは確かであるが，土地の収益率は　　　長期にわたる農家家計調査データを使った分析で

低下しており，教育が農業所得を上昇させることも　　は，農業生産性が上昇する傾向が見られ，農業所得

なくなっている、他方で，男女ともに教育が非農業　　が金額でも農家所得に占める比率でも増大している

部門で正の収益を生むようになってきた．現時点は，　ことかわかった．非農業所得が減少しているわけで

農業所得を非農業活動に投資している状況であり，　　はないが，比率は低下している1また，一部の村で

非農業部門の発達の初期段階にあたると思われる．　　は，非農業所得のうち金採掘の比率が高く，持続性

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が危ぶまれる．アジアの経験に基づ’くと，緑の革命
　　　　　　　　　　4．結論
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で農業生産性が上昇すると，豊になった農民が子女

　本論文の関心は，ブルキナ・ファンにおいて，ア　　の教育に投資する（土地の不足が背景にある），非農

ジァで観察さ札たような緑の革命から非農業部門の　　業経済活動に投資する（農産物や農業資材を扱う商

発展にいたる経済成長が起こっているのかどうかと　　工業や輸送業が農村で盛んになるため），といった
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行動が見られ，これらが正の循環となって人的資本

の蓄積と非農業部門の発展が同時進行するのである．

本論文は，農家の投資行動について分析するもので

はないので，ブルキナ・ファンでこうした正の循環

が生じているかどうかは確認できない．しかし，こ

の正の循環でキーとなるのは，人的資本への投資に

十分な収益があることである．人的資本を蓄積した

家計ほど，多くの非農業所得を獲得するという状況

がなければ，教育への投資は進まないであろう、

　本論文で行った所得関数の推計では，農業部門が

成長を続けているという予測に反して，土地の収益

率が低下していることが明らかとなった．これは，

アジアの例のように，人々が非農業部門にシフトし

たために生産性が低下したというわけではないであ

ろう．収益率の低下は早すぎる．おそらく，土壌肥

沃度の低下や持続的でない技術の採用，価格条件の

悪化などが背景にある可能性があり，ブルキナ・フ

ァンの経済発展にとっては憂慮すべきことである．

他方で，非農業所得の決定因として，土地と男女の

教育が有意であった．2000年前後には，働き手の

数が多いだけで1人当たりの非農業所得が増えてい

たが，現在では働き手の数は有意な影響がない．こ

のことは，上で指摘した教育と非農業部門の正の循

環がブルキナ・ファンの農村でも成立している可能

性を示唆する、アジアの経験に基づけば，経済発展

の初期段階に到達したことになる．しかし，この循

環は農業生産が縮小したら停止してしまう．したが

って，同国の持続的経済発展のためには，農業技術

の開発と普及により，少なくとも農業生産性の維持，

できれば農業生産性の上昇を実現することが極めて

重要である．また，人的資本の収益率が上昇したと

いっても，身近に学校がなければ子女に教育を受け

させることは困難である．現時点で小学校はかなり

普及し，就学率も急上昇している．今後は，中学校

以上の教育の普及が鍵となるであろう．

　　　　　（一橋大学経済研究所・一橋大学大学院
　　　　　経済学研究科大学院生）

注

　本稿は，科学研究費補助金基盤研究（S）r途上国に
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の試み」（代表者：黒崎卓）および総合地球環境学研究

所r砂漠化をめぐる風と人と土」（プロジェクトリーダ

ー：田中樹）の成果である．本稿を作成するにあたっ

ては，青山学院大学の加治佐敬氏から非常に有益なコ

メントを得た．また，草稿の段階で発表した第4回砂

漠化ブロ研究会（総合地球環境学研究所2013年5月ユO
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